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地区組織活動経験が国民健康保険医療費に及ぼす影響長野県須坂市の

保健補導員活動に着目して
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目的 地域住民を対象とした，健康づくりに関わる地区組織活動の経験の有無が，その後の医療費

に影響を及ぼすかを明らかにするため，長野県須坂市（2016年 3 月の人口は51,637人）の保健

補導員活動（1958年に発足し，2 年任期で毎期300人近い女性が担当する地区組織活動）を対

象に，その経験の有無と国民健康保険医療費（以下，医療費）との関連を検討した。

方法 須坂市において，2014年 2 月に，要介護度 3 以下の65歳以上の全住民を対象とした質問票調

査を実施し，匿名化 ID を用いて回答データと各種行政データを突合した。質問票には，保健

補導員経験の有無に加え，経験年代，役職経験の有無，活動満足度に関する質問を含めた。本

研究の解析対象者は，上記の女性回答者5,958人のなかの国民健康保険被保険者（74歳以下）

2,304人とし，2013年度の 1 年間の入院および外来医療費を使用，検討した。分析として医療

費発生の有無をアウトカムとした修正ポアソン回帰分析を実施した。また医療費発生者を対象

とし，対数変換した医療費をアウトカムとした重回帰分析もあわせて実施した。分析の調整変

数は年齢，婚姻状況，教育歴，同居人数，等価所得，飲酒習慣，喫煙習慣，健康的な食生活の

心がけ，歩行習慣とした。

結果 解析対象者2,304人のうち，保健補導員を経験した者は1,274人（55.3）であった。解析の

結果，外来医療費ありの割合は，保健補導員経験者が未経験者と比較して1.04倍（多変量調整

済みリスク比（95信頼区間1.021.07））と高い一方で，入院医療費ありの割合は，0.74倍
（同0.560.98）と低かった。また医療費ありを対象者とした重回帰分析の結果，外来と入院

それぞれについて，保健補導員経験と医療費に負の関連がみられた。調整済み幾何平均医療費

は，外来では経験ありで14.1万円，なしで15.1万円と経験者の方が 7低く，入院においても

経験ありで41.8万円，なしでは54.0万円と経験者の方が23低かった。以上の関連は経験年代

が60歳以上，役職経験者，活動の満足度が高い者で，概して強くなる傾向がみられた。

結論 保健補導員経験者は未経験者と比較して，外来医療費の発生者割合が高い一方で，入院医療

費は発生者割合および発生した医療費ともに低い結果が示された。このことは，保健補導員と

しての経験が，特に入院医療費と関連している可能性を示唆しており，地区組織活動の健康へ

の波及効果がうかがえた。
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 緒 言

わが国では，主に市町村を単位として，「保健補

導員」，「健康づくり推進員」，「母子保健推進員」，

「食生活改善推進員」などの，住民によるさまざま

な地区組織活動が実施されてきた。過去の実態調査

では，健康づくりに関わる推進員組織がある市町村

数は少なくとも540（推進員総数は約12万人）ある

こと，また，組織経過年数は平均約20年であること

などが示されている1,2)。例えば，長野県は2010年
の平均寿命が男女ともに全国 1 位3)であるなど，

「健康長寿」の県とされている。その要因として，

県民の低い喫煙率や肥満率，高い野菜摂取量などと

ともに，戦後の医療機関や保健師活動を中心とした

公衆衛生活動，およびそれを支える保健補導員
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（2014年は県内で10,929人），食生活改善推進員

（2013年は県内で4,048人）などの活動が指摘されて

いる4)。また，近年では，地区組織活動における推

進員間や組織間の協働，声かけや訪問などによるネ

ットワーク構築といった側面が，地域のソーシャ

ル・キャピタル醸成に果たす役割も評価されてお

り1,5)，地区組織活動は，間接的にも地域の健康に

影響を与えている可能性が考えられる。

しかしながら，このような実態や評価にも関わら

ず，地区組織活動に関するこれまでの先行研究は事

例報告や自治体単位の生態学的分析1)，あるいは推

進員の意識に焦点を当てた研究6～8)が中心であり，

推進員個人の活動経験が本人の健康と関連している

かを検証したものは多くない。先行研究において

は，地区組織活動の経験者は，未経験者と比較し

て，健康習慣が良好であり，良い健康習慣を家族や

地域に働きかけていること9,10)，また，ADL が良好

に維持されていること11)，そして任期終了後も，主

観的健康感や保健行動（運動，飲酒，喫煙，睡眠な

どの 9 項目によるスコア）が良好に持続されている

ことが示唆されている12)。これらの研究は，概し

て，地区組織活動が経験者の健康に良い影響を与え

ていることを示唆しているが，その多くは単純集計

による記述疫学的な分析である。また年齢をマッチ

させた研究では，経験者と未経験者の間で健康習慣

の違いはみられなかったという報告もある13)。近

年，健康教室や保健指導の評価についての検討で

は，医療費を評価指標として，介入や事業実施によ

る影響を検証した結果が報告されている14～18)。多

くの地区組織活動では，健康に関する知識の習得や

健診の受診勧奨などが実施されており1)，その経験

は，医療機関への受診や医療費とも関連している可

能性が高い。

そこで本研究は，地区組織活動のひとつである保

健補導員活動の経験と，国民健康保険医療費との関

連について検討した。

 研 究 方 法

. 研究対象地域

本研究の対象地域は長野県須坂市である。須坂市

は長野市の東に隣接しており，2016年 3 月 1 日時点

の人口は51,637人である。須坂市の保健補導員組織

は，1945年に旧高甫村において，住民からの申し出

により発足した経緯をもつ19,20)。その後，近隣の 5
町村が合併して須坂市となり，1958年に現在の須坂

市保健補導員会として活動が開始された。保健補導

員の任期は 2 年で女性のみがその役割を担ってお

り，「一家にひとり保健補導員」19)を目的として，原

則として再任はしないという方針で活動している

（高齢化により保健補導員の成り手が少ないなどの

理由で，一部の地域において一定期間経過後に再度

任命されるケースは稀にある。この点についての正

式な統計はないが，須坂市の担当保健師が把握して

いる範囲では，例えば2012年から2016年までに保健

補導員になった計815人のうち，過去に保健補導員

経験がある者は 3 人であった）。保健補導員は市内

に69ある町ごとに数名選出される。選出は区長の指

名や隣組などの「持ち回り」などが中心であり，経

験者の多くは必ずしも積極的に保健補導員を引き受

けたわけではないことが報告されている20,21)。2015
年の保健補導員数は271人（平均年齢60.9歳）であ

り（須坂市保健補導員会の資料より），近年では，

毎期，ほぼ同程度の人数が保健補導員を経験してい

る。活動は区，およびそれを編成した10ブロックを

単位としており，それぞれに「会長」，「副会長」な

どの役員が置かれる。保健補導員には，市の保健師

などの専門職のサポートによる 2 年間の健康学習プ

ログラム（2015年の年間延べ開催回数は90回で延べ

参加者は2,054人，須坂市保健補導員会の資料より）

が組まれており，保健補導員はこれに加えて，地域

における健診受診勧奨，「子育て広場」や健康教室

の開催，健康体操の実践などの活動を経験する。上

記のように「持ち回り」による選出が中心であるが，

活動の満足度は概して高く，任期終了後も OB 会と

しての交流や，地域で新たな活動を立ち上げるなど

の例も多い20)。

. 対象者とデータの収集

須坂市において，東邦大学と須坂市との契約に基

づき，両者の共同研究として，健康や日常生活に関

する自記式質問票調査を実施した。調査対象者は，

2014年 2 月 1 日時点で要介護度が要介護 3 以下の65
歳以上の全高齢者とした。ただし，施設入所者，病

院入院者は調査対象から除外した。質問票の配布は

郵送とし，回収は郵送もしくは市役所への持ち込み

とした。質問票は，一般特性や生活習慣，健康状

態，日常生活に関する質問より構成した。須坂市の

保健補導員は女性のみであるため，女性を対象とし

た，保健補導員の経験に関する質問も設定した。質

問票は無記名としたが，須坂市の住民基本台帳や各

種行政情報と照合が可能な匿名化 ID（連結可能匿

名化 ID）を付与した。2014年 2 月に計13,846人に

質問票を郵送し，同年 5 月時点で10,758人から回答

を得た（回収率77.7）。その後，市の保有する行

政情報より，要介護度，世帯所得などの提供を受

け，匿名化 ID を用いて質問票の情報と突合した。

本研究の対象は女性に限定し，解析対象者は，上記
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質問票調査の女性回答者5,958人のうち，国民健康

保険被保険者（74歳以下）である2,304人（平均年

齢69.5±2.9歳，74歳以下の女性回答者3,025人の

76.2）とした。なお，質問票調査の対象集団にお

ける74歳以下の国民健康保険加入割合は74.0であ

った。

調査票に同封される調査依頼状には住所などの個

人情報が記載されているため，その印刷および封入

作業は，すべて須坂市役所内で実施された。また，

個人情報と匿名化 ID の連結表は，須坂市役所にて

厳重に管理されており，東邦大学には個人情報は一

切提供されていない。対象者には質問票に同封した

依頼文において，上記の情報の取り扱い，および，

研究参加の自由などの倫理的配慮について明示した

うえで，質問票の返送をもって調査への同意とみな

した。また，調査実施の情報は市のホームページに

おいて告知し，調査結果は市の広報にて公表した。

本研究は東邦大学医学部倫理委員会の承認を得た

（2014年 2 月20日承認）。

. 分析項目

1) 保健補導員の経験

本研究の検討項目として，保健補導員経験の有無

（経験者経験あり/未経験者経験なしの 2 区分）

を使用した。さらに，保健補導員の経験に関連する

要因として，経験した年代，役職経験，満足度を取

り上げ，上記「経験者」の回答を，保健補導員の経

験年代（40歳代以下/50歳代/60歳代以上の 3 区分），

保健補導員組織の役職経験（役職なし/役職ありの

2 区分），満足度（「経験して良かったと思うか」の

質問の回答について，高強くそう思う/中そう

思う/低どちらともいえない・そう思わない・ま

ったくそう思わないの 3 区分）に区分したものを用

いた。なお，役職経験については，選出された町の

活動における役職，もしくは，市組織の中心となる

理事（毎期20人）のいずれかに該当したものを「役

職あり」とした。

2) 医療費

本研究のアウトカム指標は，2013年度受診分

（2013年 4 月～2014年 3 月受診分）の国民健康保険

医療費（以下，医療費）とした。解析対象者である

74歳以下の国民健康保険被保険者の女性2,304人に

ついて，匿名化 ID を用いて，上記期間内に受診が

あった外来レセプトと入院レセプトのデータを取得

した（歯科，調剤レセプトは除いた）。レセプトは

1 点＝10円として換算し，外来レセプト分を外来医

療費，入院レセプト分を入院医療費として，期間内

のそれぞれの合計を対象者ごとに算出した。

3) 調整変数

分析の調整変数は，年齢（1 歳ごとのダミー値）

に加え，社会経済的因子として，婚姻状況（既婚/

死別・離別・未婚の 2 区分），教育歴（10年以上/10
年未満の 2 区分），同居人数（1 人以上/独居の 2 区

分），等価所得（世帯所得を世帯人員の平方根で除

したうえで，調査の全回答者10,758人の分布におけ

る四分位数で 4 区分），さらに，生活習慣に関わる

因子として，飲酒習慣（飲まない/毎日は飲まない・

毎日飲むの 2 区分），喫煙習慣（吸わない・今は吸

わない/吸うの 2 区分），健康的な食生活の心がけ

（健康的な食生活を心がけている/まあまあ心がけて

いる・心がけていないの 2 区分），歩行習慣（1 日

の歩行時間が平均60分以上/60分未満の 2 区分）と

した。

. 統計解析

解析対象者のデータについて，◯医療費発生の有

無，◯医療費が発生した場合の医療費，の 2 つのア

ウトカムを設定し，それぞれについて統計解析を実

施した。

はじめに保健補導員経験によって医療機関の受診

に違いがあるかを検討するために，医療費発生の有

無をアウトカムとした修正ポアソン回帰分析22)を実

施し，保健補導員の「未経験者」を基準としたリス

ク比を求めた。修正ポアソン回帰とは，現在，リス

ク比推定の統計モデルとして広く活用されている手

法であり，従来のポアソン回帰で問題となる分散の

収束問題を，ロバスト分散を用いることで対応した

ものである。なお，医療費発生の定義は，「期間中

に 1 件以上のレセプトがあること」とした。

次に，保健補導員経験によって，発生した医療費

に違いがあるかを検討するために，医療費が発生し

た対象者に限定したうえで，自然対数による対数変

換後の医療費をアウトカムとした重回帰分析を実施

した。さらに，これらの対象者に対しては先行研

究23)を参考に，調整済 1 人当たり医療費の幾何平均

値を求め，保健補導員経験による医療費の差の大き

さを示した。以上の分析はすべて外来・入院別に実

施し，調整変数として年齢および社会経済的因子

（婚姻状況，教育歴，同居人数，等価所得）を投入

したモデル（モデル 1）と，それに生活習慣（飲酒

習慣，喫煙習慣，健康的な食生活の心がけ，歩行習

慣）を加えたモデル（モデル 2）で実施した。

統計分析ソフトは，Stata Version12.1を用いた。

 研 究 結 果

. 対象者の特性

解析対象者2,304人のうち，保健補導員経験者は
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表 解析対象者の特性

項 目
保健補導員

経験者
保健補導員
未経験者

P 値（カイ
二乗検定)

年齢 1,274 1,030
6569歳 564(44.3) 560(54.4) ＜0.001
7074歳 710(55.7) 470(45.6)

（平均±標準偏差) (69.7±2.8歳) (69.1±2.9歳)

婚姻状況 1,247 1,003
既婚 999(80.1) 706(70.4) ＜0.001

教育歴 1,262 1,016
10年以上 861(68.2) 622(61.2) ＜0.001

同居人数 1,269 1,016
1 人以上（非独居) 1,151(90.7) 864(85.0) 0.048

等価所得 1,274 1,030
第 1 分位

（200万円以下) 316(24.8) 320(31.1) ＜0.001

第 2 分位
（200310万円) 365(28.6) 290(28.2)

第 3 分位
（310424万円) 303(23.8) 247(24.0)

第 4 分位
（424万円以上) 290(22.8) 173(16.8)

飲酒習慣 1,255 1,012
飲まない 910(72.5) 766(75.7) 0.086

喫煙習慣 1,243 1,003
吸わない/
今は吸わない 1,216(97.8) 954(95.1) ＜0.001

健康的な食生活の
心がけ 1,261 1,010

心がけている 687(54.5) 527(52.2) 0.274
歩行習慣 1,242 994

1 日平均60分以上 679(54.7) 531(53.4) 0.556

※カテゴリーを 2 つに分けた変数は，片方のみ記載。

※等価所得は，調査回答者全員の分布における四分位数で分

類。
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1,274人（55.3），保健補導員未経験者は1,030人
（44.7）であった。解析対象者の特性についての

結果を表 1 に示した。経験者は未経験者よりも0.6
歳ほど年齢が高く，既婚者が10，教育年数10年以

上の者が 7程度多く，また非独居，等価所得も高

い傾向にあった。望ましいと思われる生活習慣につ

いては，経験者では飲酒習慣なしが 3低く，喫煙

習慣のない割合が2.7ほど高かった。

. 医療費発生の有無に関する分析結果

医療費発生（医療機関受診）の有無をアウトカム

とした修正ポアソン回帰分析の結果は表 2 の通りで

ある。すべての調整変数に回答した対象者2,136人
中，分析期間中の外来の発生者（割合）は1,997人

（93.5），入院の発生者（割合）は192人（9.0）

であった。なお，入院のみの発生者が 1 人いたが，

他の入院発生者191人は，すべて外来も発生してい

た。保健補導員の経験別にみた発生割合は，外来に

おいて経験者が95.6，未経験者が90.8，入院に

おいて経験者が7.8，未経験者が10.4であっ

た。調整変数で調整後も，外来の発生は，経験者が

未経験者と比較して多かったが，入院については逆

に少ない結果となった。モデル 2 における，未経験

者を基準とした経験者の調整済みリスク比（95信

頼区間）は，外来で1.04（1.021.07），入院で0.74
（0.560.98）であった。経験年代別の分析では，

「60歳代以上」での経験者が，外来，入院ともにも

っとも調整済みリスク比が低い結果となった。特

に，入院における調整済みリスク比（95信頼区間）

は，0.54（0.350.84）であった。役職経験別の分析

では，「役職あり」が「役職なし」と比較して外来

の調整済みリスク比がやや低い一方で，入院は高い

結果となった。また，満足度別の分析では，満足度

が「高」の経験者が，外来の調整済みリスク比がも

っとも高くなる一方で，入院はもっとも低い結果と

なった。特に，入院における調整済みリスク比

（95信頼区間）は，0.56（0.320.96）であった。

なお，モデルによってこれらの結果の傾向に大きな

変化はなかった。

. 医療費の差に関する分析結果

医療費発生者（外来は1,997人，入院は192人）を

対象とした，医療費をアウトカムとした重回帰分析

の結果は表 3 の通りである。単純算術平均医療費

は，外来において経験者が22.8万円，未経験者が

26.1万円，入院において経験者が59.0万円，未経験

者が94.9万円であった。重回帰分析の結果，外来と

入院いずれにおいても，保健補導員経験と医療費に

負の関連がみられた。モデル 2 の結果をもとに計算

した調整済み幾何平均医療費は，統計学的に境界域

の有意性ではあるものの，外来において経験者が

14.1万円，未経験者が15.1万円と経験者の方が 7
低く，入院において経験者が41.8万円，未経験者が

54.0万円と経験者の方が23低かった。なお，外来

と入院を合計した医療費についてもその傾向は変わ

らず，調整済み幾何平均医療費は経験者が15.2万
円，未経験者が17.5万円であった。経験年代別の分

析では，「60歳代以上」での経験者が，外来，入院

ともに調整済み幾何平均医療費がもっとも低かっ

た。役職経験別の分析では，「役職あり」が「役職

なし」よりも外来の調整済み幾何平均医療費が高い

一方で，入院は低い結果となった。また，満足度別

の分析では，満足度が「高」の経験者が，外来，入

院ともに調整済み幾何平均医療費がもっとも低い結

果となり，特に入院は25.7万円と未経験者の半分以

下であった。なお，モデルによってこれらの結果の

傾向に大きな変化はなかった。
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 考 察

年齢などの各種要因を調整した分析の結果，保健

補導員経験者は未経験者と比較して，対象期間内の

外来医療費の発生者割合が高い一方で，入院医療費

は発生者割合および発生した医療費ともに低い結果

が示された。特に，入院医療費の幾何平均値は未経

験者と比較して23低いという結果となった。ま

た，同じ経験者であっても，経験年代が最近の者，

組織の役職を経験した者，そして活動の満足度の高

い者で，よりその傾向が顕著であった。

これらの結果は，保健補導員としての経験が，特

に入院医療費と関連している可能性を示唆するもの

だと考えられる。一方で，外来医療費については，

保健補導員経験者の発生割合が高いことが，医療機

関の早期受診傾向を示唆している可能性があるが，

発生医療費は未経験者の方が高く，本研究の結果か

らは明確な結論を引き出すことは難しいと考えられ

る。先行研究では，重点的な脳卒中予防対策事業を

継続して実施した地域は，そうでない地域と比較し

て，短期的には高血圧の発見と治療の費用がかかる

一方で，長期的にみれば費用対効果があると報告さ

れている24,25)。また，個別健康支援プログラムの参

加者と非参加者について，介入後 2 年間のレセプト

（医療費）を比較した研究では，参加者の方が介入

後の入院外レセプトのみの発生は多いが，入院レセ

プトの発生は少なく，また，レセプト点数の増加は

非参加者の方が多いという報告があり，本研究の知

見と一致していた16)。ただし，本研究が対象とした

保健補導員経験者の多くは，任期終了後，一定の期

間を経ており，また，その役割も必ずしも積極的に

引き受けていない20,21)。そうした保健補導員活動に

おいても，先行研究と同様の結果がみられたこと

は，活動参加の長期的な効果を示唆しているかもし

れない。これまで，地区組織活動の経験と健康との

関連について，客観的な指標を用いた研究はほとん

どされておらず，本研究の意義は大きいと考えられ

る。

医療費をアウトカムとした分析において課題とな

るのは，研究期間内に医療費が発生していない対象

者（0 円）の取り扱いである。研究期間内に医療機

関に受診しなかった対象者の医療費は 0 円であり，

そのような対象者が一定数存在する医療費の分布

は，通常の線形回帰の仮定から逸脱すると考えられ

る。こうした特徴をもつデータに対し，計量経済学

の分野ではトービット・モデルを使用した解析が提

唱されている。トービット・モデルは 0 円打切りと

連続量の両方を取り扱える魅力的な統計モデルであ

る反面，モデルが複雑なため，医療費発生の有無お

よび発生した医療費に関し具体的な推定金額の提示

は難しく，公衆衛生分野における適用例も少ない。

本研究では，保健補導員経験者は未経験者と比較し

て，入院の発生リスクが26低く（調整済みリスク

比が0.74），かつ入院者における幾何平均医療費も

23低いという具体的な結果が示された。医療費が

発生していない者も含むデータセットにおいて保健

補導員経験者の医療費が低いという結果が出た場

合，その理由として，発生割合は多いが入院者 1 人

当たりの医療費は少ないことや，発生割合は少ない

が入院者の医療費は高額であることも考えられる。

地域における疾病予防対策の観点からみると，これ

らの意味は大きく異なる。本研究では目的を吟味

し，データ全体に対しては医療費発生の有無を，医

療費が発生した対象者に対しては医療費をエンドポ

イントとして 2 つの統計モデルを設定し，保健補導

員経験との関連を検討した。通常用いられる解析手

法を用いた結果解釈から，今回のような公衆衛生学

的な意義を引き出せたと考えられる。なお，今回の

医療費発生の有無をアウトカムとした分析では，外

来（リスク）の発生割合が93.5であり，ロジステ

ィック回帰分析によるオッズ比はリスク比の近似値

として解釈できない。そのため本研究では，リスク

比に対する統計モデルとして近年利用されている修

正ポアソン回帰を用い，リスク比自体を推定した。

保健補導員活動がどのように医療費に影響を及ぼ

しているかについては議論が必要である。先行研究

では，例えば，高血圧者などを対象とした個別健康

支援プログラムの実施が，外来医療費増加を抑制す

ること15)，また，保健師の訪問によって食生活が改

善した人は，1 人当たり累積医療費が低く推移する

ことが報告されている17)。須坂市の保健補導員活動

では，特に学習活動に重きが置かれており，それが

健康支援プログラムや保健指導と同様の成果を生み

出している可能性がある。具体的には，月 1 回の学

習活動のプログラムにおいて，「自分の健康管理と

高血圧について」，「減塩食の調理実習」という回が

あり，それによって，経験者は家庭の食事が薄味に

なったことなどの変化を実感するという20)。また，

運動に焦点を当てた先行研究では，運動習慣を週 2
回以上持続している人や，運動教室に参加した高齢

者は医療費の増加が抑制されることが報告されてい

る18,26)。須坂市の保健補導員活動では，「ウォーキ

ングの実践」などの学習や，地域での健康体操の普

及などの実践活動がある。ただし，本研究で用いた

医療費データは，具体的な疾病名の特定ができず，

保健補導員活動の具体的な要素との関連について
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は，今後の検証が必要である。また，本対象集団で

は，食生活の心がけや歩行習慣に，経験者と非経験

者で大きな差がなく，また，分析において，社会経

済的因子を調整したモデル（モデル 1）と，それに

生活習慣を加えたモデル（モデル 2）を設定したが，

関連の大きさにほとんど差はなかった。このこと

は，保健補導員経験が，分析に用いた生活習慣以外

の経路で，医療機関の受診や医療費と関連している

という可能性を示唆しており，この点についても，

今後検証をしていきたい。

本研究では，保健補導員経験者について，経験年

代，役職，満足度による違いも検証した。まず，経

験年代については，60歳代以上での経験がもっとも

入院医療費の発生が低く，また，外来，入院ともに

医療費が低い結果となった。このことは，後述のよ

うに選択バイアスの可能性に留意する必要がある

が，健康学習などの経験は，任期終了後も，直近で

あるほど影響が残りやすいと考えることもできる。

また，役職経験がある経験者については，特に，入

院医療費が低いという結果がみられた。同じ保健補

導員であっても，市組織の理事などの役職に就くこ

とで，活動の幅が広がり，活動日数が多くなること

から21)，任期中の活動の密度が濃いほど，健康への

影響も強く残ることが考えられる。さらに，保健補

導員活動の満足度が「高」の経験者は，入院医療費

発生，および外来，入院の医療費が低い結果とな

り，特に，入院の調整済み幾何平均医療費は未経験

者の半分以下であった。満足度は自己評価ではある

が，任期中にどの程度積極的に活動に関わったか，

もしくは，活動内容が経験者の生活や健康にとって

どの程度意味があったかを代替する指標と考えられ

る。そのため，こうした傾向が強い経験者ほど，健

康への影響も強く残ることが考えられる。

本研究の限界は以下の通りである。第一に，選択

バイアスの可能性である。本研究は過去の保健補導

員経験と現在（調査年度）の医療費の関連をみたも

のであるが，保健補導員を引き受ける女性はもとも

と健康であり，それが本研究の結果に反映されてい

るに過ぎない可能性がある。特に，保健補導員の経

験年代別の分析において，「60歳代以上」での経験

者の医療費発生割合および医療費が低い結果となっ

ており，これらの対象者が一定以上の良好な健康状

態にあった可能性もある。仮にそうであるならば，

特に保健補導員経験者の入院医療費が低く見積もら

れている可能性がある。しかしながら，入院医療費

についての分析では，経験年代が「40歳代以下」に

おいても，保健補導員未経験者よりも調整済み幾何

平均医療費が約15万円低かった。また，須坂市の保

健補導員は 2 年任期で原則として再任はなく，また

その多くは，必ずしも積極的に役を引き受けたわけ

ではない20,21)。一般的に，須坂市の保健補導員は，

健康状態の良好な女性から優先的に任命されるので

はなく，町や隣組における世帯や年齢順などの「持

ち回り」やくじ引きによって任命されている。仕事

や家庭の事情によって指名を断るケースもあるが，

その場合においても，別の年に再度打診があるな

ど，保健補導員の指名には地域の規範として一定の

強制力が働いていると考えられる21)。また，それま

で地域活動に参加をしておらず，地域に馴染みがな

くても指名されるケースもある21)。即ち，活動が不

可能なほどの状態でなければ，どのような女性も保

健補導員になる可能性がある。これらのことを考慮

すると，むしろ，保健補導員の経験によって健康に

関する知識が増え，健康意識が高まり，それが本研

究でみられたような医療機関の受診や医療費に結び

ついていると解釈できる可能性がある。さらに別の

選択バイアスの可能性として，本研究は分析対象者

について，2013年度の医療費を分析したものであ

り，この期間中に死亡や転出，他保険への異動が生

じた場合は分析対象とはなっていないことがあげら

れる。特に，終末期の医療費は高騰するため27)，分

析期間中において保健補導員経験者の死亡者数が未

経験者よりも多いのであれば，保健補導員経験者の

入院発生割合および入院医療費が低く見積もられて

いる可能性がある。しかしながら，この期間におけ

る65歳～74歳の女性の死亡者は，国民健康保険以外

の被保険者も含めて19人（須坂市健康づくり課調

べ，死亡届が提出された人数）であった。仮に，19
人の死亡者すべてが保健補導員経験者でかつ入院医

療費が発生していたとしても，入院医療費発生割合

は9.3（1,205人中112人）となり，未経験者の10.4
よりも低い。また，保健補導員経験者が未経験者と

比較して，健康状態の悪化などによる須坂市外への

転出が多い場合も，同様のことが考えられる。須坂

市内には県立病院や特別養護老人ホームがあり，保

健補導員経験者が健康状態の悪化のために積極的に

転出することはあまりないと考えられるが，本研究

はこうしたバイアスの可能性も考慮したうえで解釈

する必要がある。第二に，分析データの限定であ

る。本研究の対象者は女性の国民健康保険被保険者

かつ前期高齢者とした。このうち保健補導員経験者

は1,274人（55.3）であったが，質問票調査に回

答した女性全体（5,958人）では，保健補導員経験

者は3,310人（55.6）であった11)。調査は65歳以

上の高齢者を対象として実施したため，実際の経験

者数はさらに多いことが推測される。こうした経験
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者においても，本研究と同様の結果がみられるか，

今後の検証が必要である。また，本研究では，デー

タ収集の制約からアウトカムデータは 1 年間の医療

費に限定されている。そのため，より長期の医療費

をみた検証も今後していきたい。同様に，本研究で

は，歯科レセプトや調剤レセプトについては，デー

タ収集の制約により，収集と分析をしていない。保

健補導員経験が歯科受診や薬剤使用に及ぼす影響は

不明であり，これらの医療費を合計した分析によっ

て結果の解釈が変わる可能性もある。本研究の結果

はあくまで医科レセプトに関するものであることに

留意する必要がある。さらに，本研究で扱った医療

費には，介護保険に関する費用は含まれていない。

本研究は前述の通り医科レセプトに関するものであ

り，今後，保健補導員経験について，健康関連の保

険利用に及ぼす全体的な影響を検証する際は，介護

費も含めた分析が必要である。第三に，先に述べた

通り，本研究では具体的な疾病名や，保健補導員活

動の要素など未測定の要因についての検討はなく，

細かな要因探索までには至らなかった。最後に，第

四の限界として外的妥当性の問題がある。本研究は

須坂市という一地域で実施されたため，地理的条件

や活動条件の異なる他の地区組織活動について，同

様の結果がみられるかを今後検証する必要がある。

これは，先に述べた保健補導員経験が個人の健康に

及ぼす機能とも関連するが，地区組織活動の実践内

容は市町村によって様々であり，健康関連アウトカ

ムと結びつきの強い，一般化可能な活動の要素とは

何なのかを明らかにすることが今後の課題である。

また，須坂市の保健補導員の活動内容が，他の地区

組織活動においてどの程度適応可能かも含めた検証

も必要だと考えられる。今後，本研究のようなエビ

デンスを蓄積していくことによって，わが国におけ

る地区組織活動のあり方を議論するひとつの契機に

なると期待される。

 結 語

保健補導員経験者は未経験者と比較して，外来医

療費の発生者割合が高い一方で，入院医療費は発生

者割合および発生した医療費ともに低い結果が示さ

れた。また，同じ経験者であっても，経験年代が最

近である者，組織の役職を経験した者，そして活動

の満足度が高い者で，その傾向が顕著であった。こ

れらの結果は，保健補導員としての経験が，特に入

院医療費と関連している可能性を示唆しており，地

区組織活動の健康への波及効果がうかがえた。

本研究は三井住友海上福祉財団研究助成（高齢者福祉

部門），東邦大学医学部プロジェクト研究費，東邦大学創

立60周年記念学術振興基金奨励金，文部科学省科学研究

費補助金（若手研究 B）の助成を受け，東邦大学と須坂

市の共同研究として実施した。分析にあたっては，須坂

市健康福祉部にデータの提供をはじめ多大な協力をいた

だいた。ここに謝意を表したい。なお，著者全員につい

て，開示すべき COI 状態はない。
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Relationship between health promotion volunteer experience and medical costs:
Hoken-hodouin activities in Suzaka, Nagano

Haruhiko IMAMURA, Yoshitaka MURAKAMI2, Tomonori OKAMURA3and Yuji NISHIWAKI

Key wordscommunity organization, health promotion volunteer, Japanese National Health Insurance,
medical costs, older adults

Objectives This study demonstrated the relationship between experience as a health promotion volunteer
(Hoken-hodouin) and medical costs in Japan. The study area was Suzaka City (March 2016 popula-
tion: 51,637) in Nagano Prefecture, Japan, where a total of about 300 women have been engaged
and trained as health promotion volunteers since 1958.

Methods A cross-sectional survey was conducted in 2014 using a self-administered questionnaire, which in-
cluded items on experiences as a health promotion volunteer, age at engagement, leadership status,
and satisfaction with the experience. Eligible study participants were all residents of Suzaka aged 65
years or over. Medical cost data from April 2013 to March 2014 were collected for women aged 65
74 years who were beneˆciaries of the Japanese National Health Insurance (n＝2,304). Medical
consultation rates and costs for treatment at outpatient and inpatient clinics were analyzed as out-
comes. Adjustments were made for age, marital status, educational level, cohabitation status,
equivalent income, alcohol use, smoking status, awareness about a healthy diet, and walking time
per day.

Results Of the 2,304 study participants, 1,274 (55.3) had experience as health promotion volunteers.
Poisson regression analysis revealed that volunteers' experience was positively associated with out-
patient care rates (adjusted relative risk [RR]＝1.04; 95 conˆdence interval [CI]＝1.021.07),
and negatively associated with inpatient care rates (RR＝0.74; 95 CI＝0.560.98). Multivariate
regression analysis revealed that the adjusted geometric means of outpatient and inpatient care costs
were 7 and 23 lower, respectively, among participants with volunteer experience than that
among those with no volunteer experience (140,588151,465 JPY for outpatient costs; 418,457

539,971 JPY for inpatient costs). These associations were stronger among participants who began
health promotion volunteer at age 60 years or more, those who had leadership roles, and par-
ticipants who had high levels of satisfaction regarding their volunteer experience.

Conclusion These results suggest that experience as a health promotion volunteer is associated with lower
medical costs, particularly for inpatient care.
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